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コーポレイト・ガバナンスの 問題としての 

経営的共同決定システム 

二 神 恭   

ては， こうした経営者権 力の型肘は様々な 方向 
Ⅰ はじめに 

からおこなわれている． だが， とりわけ特徴的 

ドイツ企業に 経営的共同決定システムが 導入 であ るのは，資本側だけではなく ，労働側から 

されてから，すでに 相当の歳月が 経っ・第 2 次 も 監督，チェックがおこなわれるようになって 

大戦後にかぎって 法制化を顧りみても ， 1951 年 いる点であ って， このことが経営的共同決定 - ン 

のいわゆるモンタン 共同決定法を 塙 失 とするか ステムのひとっの 重要な局面をなしている・ 

8, 40 年以上になるわけであ る・爾後， い く っ さて，企業， とりわけその 業務執行をめぐっ 

もの経営的共同決定法が 制定され，多くの 判例 ての CEo, 資本提供者，労働者・ 労働組合の 

が 累積された．実務もすこぶる 豊富になって い あ いだの権 力関係， 権 力のダイナミックスは 

る ． トピックスとして 経営的共同決定がとり 上 様々な要因によって 規定される・ 権 力の源泉は 

げられることは 少なくなったけれども ， それは 様々だからであ る U. けれども   それらのなか 

企業実務上の 日常となって 営みが続いている・ でも法制度の 規定力は大きいし 少なくとも 一 

この経営的共同決定はじつに 様々な内容を 具 般的 フレームワークそっくり 上げてしまう． ド 

有している． いずれも企業内の 労使関係にかか イ ソ ではとくにそう 言いうる． ここでは， いく 

わるという共通項はあ るが， この共通項を 取り つかの共同決定法，株式法などに 拠りながら， 

去ると，構成部分はそれぞれ ，相異なった 見地 企業のトップでの 権 力関係の一般的フレーム 
から意味をもっ 別々の問題に 姿を変えて い く か ワークをあ きらかにしたひし 民間セクタ一だ 

にみえる． ここでは，じわりる 企業レベルの 共 けではなく，公企業のそれにも 言及したい・ 以 

同決定とよばれている 部分を， コーポレイト ， 七 のような企業のトップでの 権 力関係は，具体 

ガバナンスとの 関連においてとり 上げてみたい・ 的には会社機関の 職務や権 限の問題としてあ ら 

コーポレイト・ガバナンスとは 企業体制の政治 われてくるであ ろう． いうところの 権 力関係の 

的 側面に関する 問題であ って，企業のトップで フレームワークとは ，多分に会社機関を 中心と 

の 権 力の実相とあ り方を内容とする・ こうした した事態にかかわるのであ る． ただ， コーポレ 関連において ，権 力，選挙，投票，推薦，参加， イ @ ・カバナンスには ， フォーマル な フレーム 

代表， コンフリクト ，部分連合，連結などが ク ワ の問題ほかに ，そうしたフレームワーク 
キーワードになる．その 今日的な課題は 業務執 に そ い ，あ るいはそれから 離れてくり 展 げられ 

行者としての 最高経営者 (CEO) の肥大した る 実際の行動の 問題もあ る． コーポ レ イ ト ・ ガ 

権 力の型付であ ろう． ドイツ， 西 ドイツにおい バ ナンスを論じるには ，双方の問題を 扱う ノ、 要 
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があ るのであ るが， ここでは紙幅の 関係もあ っ 

て，前者の問題を 取り上げるだけに 留めざるを 

えない． 

2  共同決定諸法について 

ドイッでの大企業の 会社機関における 労働者 

代表の参加をコーポレイト・ガバナンスの 問題 

として取り上げるとすると ，少なくとも ， 2 つ 

の事柄をまず 説明しておくことが 必要になる． 

ひとつは会社機関への 労働者代表の 参加に関す 

る 法 白 9 枠組みがどのようになっているかという 

ことであ り，いまひとつがドイツ 株式会社の会 

社機関は法律上， また実際上どうなっているか 

という点であ る．いずれも ，かなり複雑な 事柄 

であ り，単純な議論はできない・ 

会社機関への 労働者代表の 法的枠組みを 規定 

しているのは ，単一の法律ではない．少なくと 

も， つ ぎの 4 つの法律は挙げておかなければな 

らむ い ． い わゆる 「モンタン共同決定法」 

(1951 年 ) 2), 「 1952 年経営組織法」 3), r モンタ 

ン共同決定補足 法 」 4) (1956 年 ), 「 1976 年共同 

決定法」 5) であ る．それに，公企業のセクタ 一 

での事態にも 言及するとすると ， 「連邦鉄道法」 

(1951 年 ) と「郵便体制法」 6) (1989 年 ) にも 
ふれる必要があ る． 

まず，モンタン 共同決定法にもとづく 参加 モ 

デルにふれる．周知のように ，同法は石炭と 鉄 

鋼 産業における 従業員数 1000 人以上の株式会社， 

有限会社，鉱山会社に 適用されるものであ って， 

トップ機関における 共同決定を規制する． ひと 

つは監査役会への 労働者代表の 同権 的参加であ 

り，いまひとつは 特殊な労務担当取締役の 任命 
であ る．監査役会の 構成に関し 同法第 4 条 1 

の規定は以下のとおりであ る．「監査役会はⅡ 
人の構成員から 成立するものとする．すなわち ， 

(1) 所有者代表 4 人とその他 1 人， (2) 労働者 

代表 4 人とその他 1 人 ，その他 1 人であ る」・ 

同法同条 2 によると，上記の「その 他の人」 

(Weiter ㏄ Mitglied) には労働組合，経営者団 

体， またはそれらの 上部団体の代表，ないしは 

これらの組織とかかわりのあ る者，当該企業の 

経営者や従業員として 活動している 者 ， 当該企 

業と経済的に 大きな利害関係にあ る者はなるこ 

とができない． 「その他の人」は 3 人 い て， 上 

記の条文のように ，それぞれ 1 人が，資本側の 

グループと労働者バループに 所属せしめられる   

かれらには前記の 同法第 4 灸 2) の制限規定のみ 

が適用される・ 残りの 1 人， い わゆる「 ml 番目 

の人」には，他の 監査役 10 人が一致して ，当人 

を 推薦しなければならないという 特殊規定がさ 

らに適用される． 

監査役会の労働者代表には ， 同法第 6 条 1 に 

よ ると，少なくとも 企業に所属する 現場労働者 

1 人と職員 1 人がふくまれている 必要があ り， 

これら 2 人は経営協議会によって 選任機関 ( 株 

主総会 ) に提案される．残りの 3 人についての 

提案権 は， 同法同条 3 と 4 により，労働組合が 

もっている・ ちなみに， ここでいう労働者代表 

とは，企業の 従業員代表と 労働組合代表をふく 

のた意味において 用いられている．双者は 企業 

内部の人間であ るのに対し後者は 外部の人で 

あ る． 

監査役会へ送り 込まれる従業員代表について 

は ，経営協議会の 現場労働者メンバー 全員と， 

職員メンバー 全員がそれぞれ 選出母体となり ， 

秘密選挙によって 代表を出し選任機関に 提案 

する・選ばれた 代表の氏名は ，当該企業の 従業 員を代表する 労働組合にも 伝達される．もし も 、 
労働組合のほうに 異議があ るとき，経営協議会 

に 対しそれを申し 立てることができる． その場 

合，経営協議会はこの 異議の可否について 投票 

をする． これが否決されたとき ，労働組合また 

は 経営協議会はこのことを 連邦労働大臣に 提訴 

でき，大臣が 最終決定をおこなう． 

労働組合代表は ，労働組合の 上部組織によっ 

て選任機関に 提案される・その 場合，上部組織 

は 当該企業における 代表比例に応じて 提案権 を 

もつ．同法によると ，候補者リストについて ， 

当該企業を代表する 労働組合と経営協議会が 協 

議しなければならならいが ， 「その他の人」の 
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ケースを除き ，協議は強制的なものではない． 

なお，労務担当取締役に 関しては，モンタン 

共同決定法はその 任命を義務づけており ，任免 

は監査役会における 労働者代表の 過半数の意向 

による， としている ( 同法第 13 条 1), 労務 担 

当 取締役が「労働要素の 信託者」 (T, 。 uhand 。 r 

desFaktorsArne 田 と よ ばれるのえんであ る． 

ただ，労務担当取締役というけれども ，かれの 

所管は法的に 定められていない． その職務領域 

は 取締役会の業務規定によって 決まるが， それ 

は定款または 監査役会が規定するか ，あ るいは 

取締役会みずからが 決めうる． 

つぎに， 1976 年共同決定法による 共同決定 - ン 

ステムにふれることにする． ここにもコーポレ 

イト・ガバナンスの 世界が拡がっているように 

思われる・ 同法はモンタン 共同決定法と 同様， 

会社機関での 共同決定を規制するものだからで 

あ る． 同法の大部分は 監査役会への 労働者代表 

の 参加に関する 規定を内容としているが ，労務 

担当取締役に 関する規定もあ る． 同法では，株 

式会社，株式合資会社，有限会社，法人格をも 
つ 鉱 m 会社，協同組合といった 法律形態をもつ 

企業にして，従業員数 2000 人以上の企業が 対象 

となる ( 同法第 1 条 1). ただしモンタン 共 

同決定法と同補足法の 適用 下 にあ る企業は，対 

象外になる． 1976 年共同決定法による 労働者代 

表の監査役会への 参加の内容はどうなっている 

か   

同法第 7 条によると， 以下のようになる． 

「 1 . 常用従業員数が 1 万人をこえない 企業の 

監査役会は，所有者側と 労働者側の監査役各々 

6 人から構成するものとする． 2. 常用従業員 

数 1 万人をこえ， 2 万人未満の企業の 監査役会 

は，所有者側と 労働者側の監査役各々 8 人から 

構成するものとする． 3. 常用従業員数 2 万人 

以上の企業の 監査役会は，所有者側と 労働者側 

の 監査役各々 ¥Q 人から構成するものとする ， 

    
なお， 労働者代表の 割り振りは， 「 1 , 6 人 

の労働者側監査役が 所属する監査役会において 

は ，企業従業員 4 人と労働組合代表 2 人， 2, 

8 人の労働者側監査役が 所属する監査役会にお 

いては，企業従業員 6 人と労働組合代表 2 人， 

3, 10 人の労働者側監査役が 所属する監査役会 

においては，企業従業員 7 人と労働組合代表 3 

/ Ⅰ・                   ( 同法第 7 条 2) というように 定め 

られている． 

1976 年共同決定法による 監査役会の構成は ， 

形式上は労資同数のパリティ・モデルであ る． 

だが， よく知られているように ， その内実は 

「資本優位」の 準 パリティ・モデルないし 疑似 

パリティ，モデルであ ろう． というのは， ひと 

つには同法にはあ とでふれるように ，監査役会 

議長が所有者側の 手中に入る保障装置があ るか 

らであ る・ もっとも， それは最初から 作動する 

仕掛けではない． 1976 年共同決定法 27 条 2 には 

「監査役会は 全構成員の 3 分の 2 の多数をもっ 

て， その構成員のなかから 1 人の監査役会議長 

と 1 人の代理者を 選ばなければならない」とし 

ている・ だから， たとえば 12 人の監査役会の 場 

合， 8 人の同意が必要であ る， とすると， 1 回 

目の投票で監査役会議長を 決めようとすると ， 

資本側の監査役だけでは ， 3 分の 2 の多数は成 

就しないために ，少なくとも「部分連合」が 必 

要になる・ もっとも，既述したように 最終的に 

は監査役会議長のポストは 資本側が確保できる 

保障条項はあ るものの，実際には ， 労資間の事 

前の交渉がおこなわれて ，妥協が成立するため ， 

保障装置を作動させなければならないケースは ， 

皆無にひとしい． 

さて，資本側が 監査役会議長のポストを 入手 

するが，労働側にはなんの 対価もないとすると ， 

前記の政治的交渉は 円滑に進捗しないことが 予 

想される・ そこで， 1976 年共同決定法は 代理者 

を 1 人にしぼり， このポストが 労働側にわたる 

というシナリオをつくったのであ る． もともと 

株式法では，監査役会議長の 代理者は「少なく 

とも 1 人」を選出することになっており ，複数 

の代理者が存在しえたし 実際にもそうであ っ 

たが， 1976 年共同決定法は 一応，ただ 1 人の代 
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理 者を選ぶことにしている・いうまでもなく ， 

資本側には議長のポストを ，労働側には 代理者 

のそれを配分するためであ る． しかも，資本側 

に議長のポストがわたる 保障と同時に ，労働側 

が 代理者のそれを 確保する保障もしている・す 

なわち， 1976 年共同決定法では ，監査役会議長 

と代理者の候補者が 必要な票を確保できないと 

きには，資本側の 監査役と労働側の 監査役は， 

分離選挙において 前者は議長を ，後者は代理者 

を 多数決で選出する ( 同法第 27 条 2). ドイッ 

ではこうしてバランスをとり ，一定の組合わせ 

をすることを 連結 (Koppelung) という・こう 

した連結はじつは ，すでにモンタン 部門におい 

ておこなわれ ，慣行化している・ 1976 年共同決 

定法はこの慣行を 法的に追認したといってよい   

いずれにしても ， こうした仕方，慣行は 企業の 

トップ機関での 人選，その他の 意思決定に政治 

的要素が添加していることを 示すものであ り， 

機関そのものが 政治システム 化していることを 
物語っているのであ る． 

さて，監査役会議長は 強力な存在であ る・ あ 

とでふれるように ，監査役会 は ついては機能が 

低下しているという 指摘もあ るが，監査役会議 

長の立場は逆に 強くなっている ， といえる・ そ 

れは監査役会において 賛否が相半ばしたとき ， 

監査役会議長は 2 票目を投じて ，決着をつけう 

るからであ る． 

1976 年共同決定法のモデルが 資本優位の疑似 

パリティ・モデルだといわれるいまひとつの 理 

由は ，企業従業員代表のなかに 指揮職員代表を 

入れているからであ る． 指揮職員 (Leitende 

Angestellte) とはわかりにくい 人的カテゴ 

リ一であ るが，それは 中級・上級の 管理者をさ 

すと考えてよい．指揮職員とは「その 活動が企 

業指揮にかかわっており ，大きな決定裁量権 を 

もち，一般労働者とのあ いだに利害の 対立関係 

があ る」 7) 人的カテゴリ 一であ るという・要す 

るに，指揮職員と 一般従業員とのあ いだの利害 

は，同一ではないし しばしば対立するかもし 

れない． 

指揮職員の利害は ，一般従業員側よりも 資本 
側の利害に近い 場合が多いと 予想されるし 実 

際そうであ る． しかも，現場労働者と 職員と指 

揮職員とはそれぞれ 分離選挙をおこなう 定めに 

なっているので ，指揮職員代表は 一般従業員の 

意向を留意しなくてもすむ． 

なお， 1976 年共同決定法のモデルでは ，モン 

タン共同決定法の 場合にみられた「中立」の 人 

物が欠けている．パリティ・モデルでは ，双方 

が 全く対立した 際 ， 中立の監査役が 最終判断を 

下す必要があ ると思われていた・ けれども，現 

実にはそうした 票決状況はほとんどなかったし ， 

「中立」の監査役のポストは 監査役会議長のそ 

れとのオレードオフで ，いずれかの 陣営が人手 

することが多かった．立法者が 労使関係論的図 

式，論理にもとづいて 予想した事態は ，実際に 

はおこらなかったわけであ って，現実はずっと 

政治的であ ったのであ る． 1976 年共同決定法は 

資本優位のモデルであ るから，中立の 監査役を 

任命する根拠はな い のであ る   

1976 年共同決定法も 労務担当取締役にふれる 

ところがあ る． けれども， 同法ではその 選出方 

法に関して特別の 扱 い なしていない・ 他の取締 

役と同一の仕方において 労務担当取締役は 任免 

されるのであ る・つまり， 3 分の 2 の賛成がな 

ければならない． とすると，取締役の 任免は労 

資いずれかの 側の票だけでは 実現しないことに 

なる． ここでも少なくとも 部分連合が成立しな 

ければならない・ 

ドイツの経営的共同決定諸法のうち ， 既述の 

モンタン共同決定法と 1976 年共同決定法は 大き 

な意味をもっている． それらの 2 法に上 ヒ べると   

1952 年経営組織法とモンタン 共同決定補足 法 は 

いずれも，発足当時は 別として，現在では い ま 

ひとっ衝撃力に 欠けるものであ る． まず， 1952 

年経営組織法は 従業員数 500 人以上の企業の 監 

査 役会への労働者代表の 参加を規定するもので 

あ る． 1952 年経営組織法によるモデルには ， 2 

つの特色があ る． ひとつはいわゆる「少数派モ 

デル」であ って，労働者代表の 参加は 3 分の 1 
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の 少数にとどまる．本来，監査役会の 規模は資 

本金の額に応じ 3 の倍数になるので ，労資上 ヒ 率 

は 2 対 1 の割合になるのであ る． いまひとつに 

は，同法によると ，労働者代表とはつねに 企業 

従業員代表であ って，労働組合代表といった 企 

案外部の人間は 排除されている． これらの点だ 

けからしても ，労働側は経営組織法制定にあ た 

って強い反対をしたわけであ る． 1952 年経営組 

織法は少数派モデルではあ るが，適用範囲のひ 

ろ さのために， それなりに注目されていたのが ， 

1976 年共同決定法が 発効してから ，急速にかげ 

が う すくなってしまった． 1952 年経営組織法適 

用下の企業の 監査役会では ，それなりに 政治化 

がみられるが ，パリティ・モデルに 比して， 政 

治 的緊迫性はひくい． この少数派モデルに 関す 

る研究は非常に 乏しい． 

モンタン共同決定補足 法は ， モンタン共同決 

定法下の石炭ならびに 鉄鋼の大企業の 親会社を 

対象にしたものであ る． ドイッでは株式法上， 

コンツェルンの 結成・存続がみとめられ ，支配 

会社が承認されている ( 西 ドイツ時代も 同じ ). 

モンタン共同決定法下の 石炭と鉄鋼の 企業に親 

会社があ り，後者において 重要な戦略決定をし 

てしまうとすると ，前者のトップ 機関へ労働者 

代表が参加しても ，その意義はダウンする・モ 
ンタン共同決定法とほぼ 同じ仕方において ， 補 

足法は親会社のトップ 機関への 労 動者代表の参 

加を規定するのであ る． ただ，強力に 多角化を 

すすめた企業グループは 別とすると，傘下の 石 

炭と鉄鋼の企業の 地盤沈下に応じて ，親会社は 

昔日の勢 い はみられない． 

以上， ドイツ企業のトップ 機関での労働者の 

法的な参加システムを ， ごく簡単にのべたので 

あ るが， それらのシステムは 多分に， コーポレ 

イト・ガバナンスにかかわる 政治システムとし 

ての様相をもっている・ 選挙，推薦，代表派遣， 

連結，権 力などが重要な 要素であ る．おそらく 

自由企業において ，株主総会での 監査役の選出 

もふくめて， これだけ大々的で ， かつ詳細な政 

治システムが ，法的強制力によって 企業のなか 

に 埋め込まれている 例は， あ まりないのではな 

いか， そして， ドイツ企業でのコーポレイト・ 

ガバナンスの 重要な構成要素をなしているので 

あ る． 

経営的共同決定 - ンステムの一環として 出現し 

たこの政治システム ， コーポレイト・ガバナン 

スのこのシステムは ，企業の多くのシステムと 

の上ヒ較でいうと ， 間欠的にしか 作動しない．監 

査役の任期は 通常 5 年であ り，任期途中での 交 

替 はあ るにしても， 日常的ではない・ したがっ 

て，当該政治システムの 発動にも日常性はない 

であ ろう． けれども， この政治システムにかか 

わる政治活動，つまり ， たとえば選挙運動，推 

薦を受けるための 下 工作などは間欠的におこ な 

われるとはかぎらな い ． その善し悪しは 別にし 

て， より継続的な 活動であ ろう・ そして，かか 

る政治システムと 政治行動は ， 疑いなくドイッ 

企業のシステムや 行動の構成部分をなしている 

のであ る・かかる政治システムとその 行動は， 

企業経営上，一体どのような ， より具体的な 内 

容をもっているのか・ この問題に答えるには ， 

監査役会と取締役会がどのような 機関であ るか 

をあ きらかにしなければならない   

3. 監査役会と取締役会 

ドイツの株式会社の 監査役会の機能は ， 日本 

ではしばしば 誤解されている． そうした誤解は 

多分に，監査役会をアメリカや 日本の株式会社 

の取締役会に 準えることに 発すると思われる． 

グーテンベルクによると ， 「アメリカの 取締役 

会制度とドイツの 取締役制度とは ，全く異なっ 

た構造をもった 企業管理の 2 つの組織形態であ 

る 」 8, が，まして監査役会とアメリカの 取締役 

会とのあ いだには，大きな 相違があ る・ ドイツ 

株式会社の「取締役会は 経営政策に対して 権 限 

をもつ監査役会のたんなる 執行機関であ るとい 

う 考え方は誤っている．実務 界 において， たま 

たま監査役会は 経営政策を，取締役会は 経営管 

理をという見解に 遭遇したとしても ， それは一 

般的原則として 決して賛成しえない」 9,. 
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ドイツの株式会社の 監査役会は， 19 世紀半ば 

までみられた 相談役 (VerwaItungsrat) を前身 

とする， といわれる・ 相談役は出資者であ るが， 

本業として業務執行を 担当するのではなく ， 業 

務 執行者を任命して ， かれらを監督する 立場に 

立っていた． 1870 年に監査役会は 多分に相談役 

の継承として 義務づけられ ，株主総会，取締役 
とならんで株式会社の 第 3 の機関として 正式に 

登場する．監査役会には 株式会社における 業務 

執行活動の全体を 統制し会社の 帳 簿を閲覧 し 

年次計算を監査し 株主総会に報告する 権 限が 

あ たえられた． 

その後，監査役会の 職務，権 限について多く 

の 変更があ ったし監査役会のあ り方に関して 

様々の議論があ る． それはとにかく ， 1965 年の 

株式法にもとづいて ，監査役会の 職務と権 限を 

語るとすると ，以下のようになる・ 
株式法第 111 条に よ る，監査役会の 職務 おょ 

び 権 利はこうなっている． 「Ⅲ 監査役会は業 

務執行を監督する り berwachen) ことを要す． 

(2) 監査役会は会社の 帳 簿および書類ならびに 

財産在苗， とくに会社の 現金，有価証券および 

商品の在高を 閲覧 し 監査することを 得 ，監査 

役 会は ，各 メンバ一に ， また一定の職務につい 

ては，特別の 専門家に対してもこれを 委任する 

ことを得る． (3) 監査役会は，会社の 福祉のた 

め必要なときは ，株主総会を 招集することを 要 
す る                     (4) 業務執行の措置 
(MaBnahme) は，監査役会に 委託することを 

得ず． ただし定款または 監査役会は，一定種 

類の業務は監査役会の 同意をもってのみなされ 

るべきことを 定め得る                     (5) 監査役会 メ 

ンバーは，他人をしてその 職務をおこ な わしめ 

ることができない」． 

この第 111 条に よ ると，すでにふれた よう に， 

監査役会は「業務執行に 対する監督」をするの 

であ り，「業務執行の 措置」は監査役会に 付記 
できないのであ る． あ とでふれる よう に，取締 

役会が業務執行の 本源的機関なのであ る．たし 

かに，監査役会は 重要業務ないし「一定業務に 

対する同意 権 」をもつ． けれども， このことは 

業務執行についての 監査役会と取締役会との 共 

同決定や，監査役会による 業務執行への 介入と 

いう方向を ， 必ずしも示すものではない・ この 

同意 杖は ドイツの株式法学者がい う 2 6 に，重 

要業務についての 事前のチェックであ り，監督 

の範囲において 理解されなければならないもの 
であ る・ それでは，監査役会の 業務執行に対す 

る 監督とは， どのような内容 か ． それは現実に 

はどうなっているか．前者に 関していうと ， そ 

れは会社の帳 簿，書類の閲覧とか ，現金，有価 

証券，商品などのチェックとか ，株主総会の 招 

集とかがあ るし重要業務についての 同意 権 の 

確保もふくまれる．そのほか 年度決算の確定や ， 

とりわけ取締役の 任免 権 が重要であ る． 

けれども，後者に 関して，監査役会に 業務執 

行に対する監督・ 監査をおこなう 能力があ るか 

というと，疑問を 呈する論者は 非常に多い・ 今 

日の企業， とくに大企業の 業務執行は複雑，多 

岐にわたって い て，業務執行に 日頃 密着してい 

ても，統制，監督はむずかしい．すでに 経済監 

査 士 制度が設けられ ，株式法によって 株式会社 

の 作成する決算報告書は ，会社帳 簿，営業報告 

書とともに， それらが監査役会に 提出されるま 

えに， 1 人または数人の 監査人によって 監査さ 

れなければならない ( 同法第 142 条 ) という規 

定は，監査役会の 監督能力が十分でないことを 

物語っている． 

ちなみに，監査役会議長は 取締役から報告を 

ぅ けたり ( 株式法第 90 条 ), 監査役の委員会へ 

の出席の是非を 決めたり ( 同法第 109 条 2), 監 

査 役会を招集したり ( 同法第 nlo 条 1), 取締役 

会議長とともに 資本増加や条件付資本増加の 決 

議を登記のために 届け出たり ( 同法 184 条 1) 

することになっている・ だが， 1976 年共同決定 

法の規定によって ，監査役会議長の 立場はより 

強いものになった．つまり ，既述のように ，監 
査役会において 賛否同数のときには ，監査役会 

議長は 2 票目を行使できる よう になったからで 

あ る． 
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それでは，取締役会のほうの 職務はなにか・ 

「株式会社の 指揮」 (Leitune) について，株式 

法第 76 条は「取締役会が 自己の責任のもとに 会 

社を指揮 (leiten) しなければならない」とし 

ている． 取締役会が他のだれにも 責任を転嫁で 

きない，企業指揮，業務執行の 担い手であ ると 

いう点に関し 異論はない， 同機関は本源的な 業 

務執行機関であ る・株式法では ，取締役会が 複 

数のひとで構成されるときは ，共同あ るいは 全 

体で業務執行 (Gesamtgeschafts 伍 h, 、   ln 鯛 に 

あ たるものとされる． 取締役会の業務執行権 は 
@/T-y¥> 定款または監査役会によって 制限されうる． た 

とえば， さきにふれた 監査役会が有しうる 一定 

業務に対する 同意 権 がそれであ る・ けれども， 

それによって 業務執行に関し 株式法がみとめて 

いる取締役会の 指導的地位が 排除されるわけで 

はない． ちなみに取締役会はまた ，裁判」 : およ 

び裁判外において 会社を代表する ( 同法第 78 

条 ). この場合にも 共同してまたは 全体として 

代表 (Gesamtvertretung) がみとめられている 

が， 各取締役はひとりまたは 支配人 
(Prokurist) と共同で会社を 代表する資格があ 

たえられている ， 

さて， 以上のような 監査役会と取締役会との 

役割分担 - は ドイツのものであ って， アメリカや 

日本の株 " 式 会社のトップ 機関での役割分担とは 

大いに異なる． アメリカの株式会社の 取締役会 

は ，業務執行と 監督の双方を 担っている． シュ 

タインマンとゲル ム はこれを「統合モデル」と 

よんでいる lu,. これに対し ドイツの株式会 
社では，株式法の 規定により，前述したように ， 

業務執行とそれに 対する監督は 別々の機関によ 

って担当されている ， しかも， この分離はかな 

り厳格であ って， たとえば， 同一会社において ， 

取締役は監査役を 兼任できないし 取締役の継 

続的代理人または 指揮職員になることはできな 

い ( 第 105 条 ). シュタインマンとゲル ム はこう 

したドイツ株式会社のトップ 機関のシステムを 

「分離モデル」，「二段階モデル」という lD,. 
しかし統合モデル VS 分離モデル， あ るい 

は 一段階モデル vs 二段階モデルという 対比は ， 

必ずしも適当ではないかもしれない． アングロ 

サクソンの株式会社では ，業務執行とそれに 対 

する監督・監査の 分離はないが ，業務執行につ 

いて決定と執行は 分けられているからであ る． 

取締役会と CEO の分離であ り， これがトップ 

において組織機構化している． ところが， ドイ 

ツ株式会社では ，業務に関して 決定と執行の 分 

離はない． 取締役は業務の 決定も執行も 担うわ 

けであ る， だから，取締役はすべていわゆる 内 

部取締役ないし 常勤取締役であ る． 

さて， ドイツの株式会社の 監査役会と取締役 

会が，以上のべたような 職務と権 利をもっと す 

ると，監査役会への 労働者代表の 参加はなにを 

意味するのであ ろうか・監査役会への 参加は， 

ほとんど業務執行への 参加を意味しないし ま 

してや業務執行における 共同決定を内容とする 

ものでもな い ． 監査役会をアメリ ヵ や日本の株 

式 会社の取締役会に 見立てて，業務執行機関だ 

と誤解する場合， このトップ機関での 共同決定 

は，企業の戦略決定への 直接参加， その共同決 

定という大いなる 誤解にエスカレートしてしま 

ぅ ． そうではないのであ る， 

くり返しがうと ， 監査役会は業務執行に 対す 

る 監督機関であ り， そこでの共同決定とは 多分 

に， この監督にかかわる 様々の決議への 参加で 

あ り，株主総会において 形式的，実質的に 選出 

される監査役ともども ，労働側の監査役も ，取 

締役会がおこなう 業務執行の監督にあ たること 

を内容とする．監査役会の 監督とは，すでにあ 

げた株式法第 111 条の事項のほか ，取締役の任 

免 権 の行使などをふくむ． 監査役会の監督の 範 

囲は，非常に 包括的なものだという 12, 解釈が 

一般的であ る． 企業のトップ 機関での労資共同 

決定システムというかたちをとった 政治システ 

ムの基本は， これであ きらかにされたと 思う・ 

すなわち， 企業の主要なステークホルダ 一であ 

る労資は，業務執行に 対する監督機関へ 入って， 

取締役の任免 権 をふくむ包括的な 監督権 を手に 

して，業務執行をチェックする． だが，業務執 
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行への直接介入は 極力回避する． この点は労務 

担当取締役の 制度に示されている．業務執行の 

担い手のひとりであ る労務担当取締役に ，労働 

者代表を就任させるべきだという 考え方は，モ 

ンタン共同決定法にも 1976 年共同決定法にも ， 

また共同決定補足 法 のどこにも見出すことはで 

きない・せいぜい ，労働側から 信頼されている 

労務のべテランがこのポストに 就くべきだとす 

る考え方の域にとどまる・そこにみられるのは ， 

ステークホルダ 一の信頼をえた 業務執行の専門 

家が，前者の 監督を受けながらも ，その 枠 条件 

のなかにおいて 有効に任務を 遂行すべきだとす 

る発想であ る・国際競争上，業務執行を 中立 ィヒ 

して，その有効性をたかめようという 設計思想、 

(a, 。 hitecture) があ るのであ る． この点はドイ 

ツの場合，民間企業のトップのシステムだけで 

なく，公企業セクタ 一においても 指摘できる． 

もちろん，株式会社と 公企業形態のあ いだには， 

トップ機関のあ り様に相違があ り，上記の点に 

関し後者は前者ほどに 鮮明ではないけれども． 

以下において ， ごく簡単にドイツ 連邦鉄道とド 

イツ連邦郵便を 例にとって ， うえで指摘したこ 

とを確認してみよう   

4. ドイツ 公 仝 業 

ドイッにおける 労働者の共同決定というと ， 

もっぱら民間企業の 事態がとり上げられる． け 

れども， 当然ながらドイッにも 公企業セクター 

があ る・公企業でも 株式会社などの 法律形態を 

とる場合は，前記の 共同決定諸法の 適用を ぅ け 

る・ ところが， ドイッを代表する 公企業という 

と ，連邦鉄道と 連邦郵便が代表格なのであ るが， 

これら両組織体における 労働者の共同決定は ， 

どのようになっているか・つまり ， 2 つの公企 

業の政治システムは ，いかなるかたちをとって 

いるのであ るか・両組織体でも 労働者の共同決 

定 はおこなわれているが ，結論的にい うと ， レ 

ベルはひくい・ 民間企業の場合とは 基本的な考 

え方なり，枠組みが 異なるからであ る． しかも   

コーポレイト・ガバナンスないし 政治システム 

論からみて，興味あ る枠組みがみられるのであ 

る． 

まず， ドイツ連邦鉄道の 場合は連邦鉄道法 

(1951 年 ) によって規定される・ 同法によると ， 

「ドイッ連邦鉄道の 機関は管理委員会 
(Verwaltungsrat) と理事会 (Vorstand) であ 

る」 ( 同法第 7 条 ). 連邦交通大臣は 監督する立 

場にあ る． 

ドイツ連邦鉄道の 業務を指揮するのは 理事会 

であ る・ それはまた裁判上ならびに 裁判外にお 

いてドイツ連邦鉄道を 代表する ( 同法第 9 条 ). 

理事会は民間企業の 業務執行の担い 手であ る取 

締役会に似た 立場であ る．理事会のメンバーも 

少ない人数であ り，理事会は 理事長と 3 人の他 

の 理事 2 0 構成される．理事は 管理委員会に 所 

属することを 要しない・理事会人事は 交通大臣 

が提案し管理委員会が 了承するかたちになる． 

ドイツ連邦鉄道の 理事会でも，労働者の 共同 

決定問題は生じない・ 民間企業の場合と 同じく， 

業務執行の次元での 共同決定は排除されている． 

ここでも業務執行はドイツ 連邦鉄道にかかわる 

様々な利害をよく 考慮しつつも ，それらの一部 

を 代表するかたちではないマネジメントのエキ 

スパートが担うべきだという 考え方があ るよう 

に思われる・ 公的，性格がょり っよい 公企業の場 

合は， なおさらのことであ ろう． 

つぎに，管理委員会は 20 人構成であ る．管理 

委員会は各 5 人からなる 4 つのグループをふく 

むものとしている． いずれも委員は 政府によっ 

て指名される・ この点でドイツ 連邦鉄道じたい 

にこのトップ 機関の最終的な 人事権 がないのは， 

やはり民間企業と 大いに異なる 点であ る． しか 

し問題にしたいのは ，上記の 4 グループの構 

成であ る， それは以下のとおりであ る． 

a) グループ A  連邦上院議員………上院の 

提案にもとづく． 

b) グループ B  全体経済……       工業，商業， 

農業，手工業，交通のそれぞれの 上部組織の提 

案にもとづく． 

。 ) グループ C  労働組合………労働組合の 
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提案にもとづく． 

d) グループ D  その他の委員………交通大 

臣の提案にもとづく ( 以上， 同法第 10 条 ). 

管理委員会の 職務はなにか ， 同法第 12 条によ 

ると， 「以下の事項について 決議する」ことが 

定められている． 

1 .  ドイ ツ連邦鉄道の 管理規程 
(Verwaltungsordnung), 2. 組織計画をふく 

む経営計画と 年次決算， 3. 管理規程の規定に 

よ る他社への資本参加，ならびにかかる 参加の 

譲渡， 4. 連邦政府または 交通大臣の同意のも 

とでの信用の 借入と担保の 提供， 5. 第 8 条に 

よ る理事の任免の 提案の了承， 6. ドイッ連邦 

鉄道の主要部門の 指揮職員の任命の 提案， なら 

びに鉄道管理局と 本社の職員の 任命の提案・ た 

だし これらは理事会の 了承のもとに ，管理規 

程の条文にしたがいおこなわれる・ 7. 人事制 

度の基本問題， 8. ドイッ連邦鉄道の 財務状況 

にとって重要な 運賃その他の 交通科卒， 9. 新 

線の建設ならびに 技術設備の根本的な 更新や変 

更の実施， m0 ．路線と主要駅の 廃止・閉鎖，単 

線から複線への 変更ないし複線から 単線への 変 

更 ，修理工場その 他の大きな部門の 休止， 11. 

重要な組織変更   

以上が連邦鉄道法に よ る管理委員会の 構成な 

り 職務であ る   

ドイッ連邦郵便のほうは ，郵便体制法 (1989 

年 7 の 規制を受ける． 同法によると ， ドイツ連 

邦郵便は郵便サービス ， 郵便銀行， テレコムと 

いう 3 つの公企業から 構成され @ 法 第 1 条 り 。 

3 つの公企業にはそれぞれ 理事会と監査役会が 

設置される ( 同法第 3 条 ). そして， ドイツ連 

邦郵便全体の 機間としては ， 3 公企業の理事長 

からなる役員会 (Direkotorjum) があ り ( 同法 

第 7 条 ), この役員会がドイツ 連邦郵便を代表 

するとともに ， 3 公企業間の調整，財務的総括 

などをおこな う ( 同法第 8 条Ⅰ． ちなみに， ド 

イツ連邦鉄道の 場合と同じく ，郵便・電信を 運 

用するための 連邦財産は独自の 予算と計算をも 

つ特殊財産として ，他の連邦財産とは 分離され 

ている ( 同法・第 3 条 ). なお，詳細は 省くが， 

3 つの公業の理事会は 業務執行を，監査役会は 

業務執行に対する 監督をそれぞれ 担う・理事の 

中には人事・ 社会担当理事がふくまれていなけ 

ればならない． また，監査役会には 連邦代表と 

顧客代表のほかに ， 労 動者代表が参加しそれ 

ぞれが 3 分の 1 を占める ( 同法第 16 条 ). 

ここでは，主にドイツ 連邦鉄道の場合を 例に 

とって説明する．一見してわかるように ， ドイ 

ソ 連邦鉄道のトップ 機関のあ り様は，株式会社 

の場合とは異なっている．後者の 場合には，業 

務執行とそれに 対する監督・ 監査が分離して ， 

それぞれの担当機関があ るわけであ るが，前者 

の場合には，業務の 執行と意思決定・ 了承が機 

関の う えで分離している・ もっとも，意思決定 

といっても，それは 実質的な戦略決定を 意味す 

るのではなく ， むしろ，理事会をはじめとする 

経営執行障がおぜん 立てをした意思決定にお 墨 

付きをあ たえたり，それらを 了承したりするも 

のにすぎないことが 多 い ． ただ，全くの 形式的， 

儀式的な意思決定をしているというわけではな 

い． しばしば適切な 助言がもたらされたり ， 貫 

重 な批評がおこなわれたりする． しかし肝心 

なことは， ドイツ連邦鉄道の 意思決定は双記の 

ような構成をもつ 管理委員会の 議を経ることに 

よって，一段と 正当性をもつことであ る・ しか 

も，管理委員会にはドイツ 連邦鉄道にかかわる 

様々な団体・ 組織から委員が 出ている・株式会 

社の監査役会の 場合には， ただ労働者代表が 参 

加すべきだという 定めであ るが， ドイツ連邦鉄 

道とドイッ連邦郵便においては ，すでにふれた 

ように，参加者に 多様化がみられる・ このこと 

は前者においてとくに 顕著であ る， 

参加者に多様性があ るだけに， トップ機関で 

の労働者代表の 割合はひくくならざるをえない 

ドイツ連邦鉄道の 管理委員会ではその 比率は 4 

分の 1 だし ドイッ連邦郵便の 公企業の監査役 

会の場合は 3 分の 1 であ る． したがって， それ 

らは「少数派モデル」であ り・ しかも， 連邦鉄 

道の場合には ，経営組織法のモデルよりも ， 労 
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働 側の上ヒ率はひくいかたちになっている． 当然 

に，労働組合などはこの 点に関し不満があ るわ 

けであ って， これらの機関における 労働者代表 

の参加比率の 拡大を要求している． しかし こ 

れは正当な要求であ ろうか． 

連邦鉄道は公企業であ るため， トップ機関に 

は労働側の委員だけではなく ，多くの団体・ 組 

織をバックにした 委員が参加している． この点 

で， このモデルは 既述した様々な 共同決定モデ 

ル よりも「開かれた」性格をもっている．公企 

業として，あ るいは企業としてこうした 開放性， 

参加者の多様性を 組織として具有することは 評 

価されてよい・ もっとも， ドイツ連邦鉄道の 管 

理 委員の任免は ，関係団体・ 組織の推薦にもと 
づいて政府がおこなうことになっている． 実際 

は推薦があ れば，それが 政府によって 受け入れ 

られる場合が 非常に多い． 

ところで，管理委員会における 各委員は推薦 

を 受けた団体・ 組織の利益代表かというと ，少 

なくとも形式上はそうではないのであ る． その 

意味では， たとえば「労働者代表」という 表現 

は適切でない・すでに 指摘したように ，株式会 
社の監査役も ， その職責に忠実でなければなら 

ないのであ って，推薦母体の 利害を露わに 表現 

した行動はとれない ， このことがドイツ 連邦鉄 

道の管理委員会の 場合には， よりはっきりと 出 

ている， しかも，連邦鉄道法によると ，管理委 

員 会の「委員は 経済生活の経験ゆたかな 精通者 

か 鉄道の専門家でなければならない……」 ( 第 

10 条 3). この種の資格要件に 関する規定は ， 

もちろん株式会社の 監査役については 見当らな 

い ・共同決定 制 のもとでの監査役会では ，労働 

側監査役の能力不足が 大きな問題になった． 連 

邦鉄道の場合は ，連邦鉄道法の 条文として，委 

員の資格要件をうたっているわけであ る． これ 

は公共企業体の 機関における ，いわゆる「 モリ 

ソン原則」 (Morrison  principle)  とかかわりが 

あ る・ モリソンは公共企業体 (pubk 
cooperation)  のトップ機関は 利益代表ではな 

く， 「公的利益のために 責任を遂行する 能力」 

と「経験」を 有する専門家によって 構成すべき 

だとした． 

ドイッ連邦鉄道の 管理委員に求められている 

役割は大変むずかしいものがあ る．理事会は 業 

務執行を担当しているし ， しばしばその 意思 決 

定 もおこない，いわゆる 経営者的手腕が 非常に 

求められる．管理委員会のほうは ，年間 6 回ほ 

どの開催頻度であ るから，名目的には 決定機関 

と監督機関だとしても ，実質は必ずしもそうで 

はないであ ろうしかつかれらは 非常勤であ る   

とすると，かれらはどのようにして 存在価値を 

示すか．たんに 推薦母体になっている 団体・組 
織の利害を代弁するだけでは ， いけないのであ 

る・そうしたことをこえて ， また理事会の 業務 

執行的見地も 超越して，存在理由を 提示できな 

ければならないのであ る． これは株式会社の 監 

査役にも共通する 課題であ る． 

5. むすび 

ドイッの企業で 法的に強制されている 経営口 り 

共同決定には ， コーポレ イト ・ガバナンスの 問 

題としてみるべき ，また評価すべき 部分があ る   

上ヒ較的 大きな企業においてみられる 監査役会へ 

の 労働者代表の 参加のシステムには ， コーポレ 

イト・ガバナンスのあ り方が示唆されているよ 

うに思われる． まずドイツの 大企業のトップ 機 

関への労働者代表の 参加は，監査役会が 中心で 

あ る・ この監査役会は 制度上，決して 業務執行 

の 担い手ではなくて ， それに対する 監督機関で 

あ る． その監督はきわめて 包括的であ って，取 

締役の任免，重要業務に 対する同意などをふく 

む．業務執行担当者，つまり CEO を頂点とす 
る経営者に対する 製 肘 には， い くつかの仕方が 

あ るが，その重要な 手立てとしてのトップ 機関 

への外部からの 参加は，経営者に 対する監督機 

関こそが対象であ って，業務執行機関ではない． 

もっとも， この監督機関があ まり弱体であ って 

も ， またあ まりに強大であ っても問題が 生じる 

かもしれないが ， ドイッの株式会社の 監査役会 

は適当な権 限をあ たえられているようにみえる． 
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そもそも， こうした監督機関が 存在しているこ 

との意義も大きいであ ろう． 

つぎに，監査役会における 労働者代表は ，団 

体交渉の場での 労働側委員などと 同等の意味で 

の 労働者代表ではない．労働側の 監査役といっ 

ても， それは選出の 仕方からそうよばれている 

のであ って，かれは 株主総会選出の 監査役と同 

- の 権 利と義務をもつ．かれはなによりもまず ， 

監査役としての 職責に忠実でなければならない・ 

アメリカの企業の 取締役会やドイッの 株式会社 

の監査役会 は ついて， そこが利害調整の 場であ 

るとする指摘があ るが，制度上そのことは 露 わ 

になされてはならないのであ る． 

それでは， なぜ業務執行機関そのものに 労働 

者代表が参加して ，業務執行の 共同決定， まさ 

に文字どおりの 経営的共同決定がおこなわれな 

いのか． この点に関し 労資の力関係，政治情勢 

などの面からする 説明もあ りえ よ う．実際そ う 

した解説は説得力もあ る． ちなみに，労働側が 

業務執行責任にかかわる 場合の問題もあ るので 

あ ろう． だが，経営システムの 設計思想として 

ながめると，専門経営者の 手に よ る業務執行の 

有効，性を，競争力の 確保のために ， なんとして 

も確保しておきたいとする 考え万がみ G, れる・ 

CEO に対する製 肘は ， かれらに対する 監督機 

関に参加するかたちでおこなわれるべきであ @g   

ステークホルダ 一の業務執行への 直接介入は通 

常の経営状況にお し 、 ては，極力，抑制されるべ 

きだという発想であ る． 企業のトップ 機関での 

コーポレ イト ・ガバナンスのあ り方として， こ 

れはきわめて 重要な考え方であ ると い わなけれ   
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